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平成 26 年 2月 10 日 

各  位 

 

 

 

 

 

 

 

 

谷川油化興業株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ  
 

 

 

当社は、平成26年2月10日開催の取締役会において、以下のとおり、谷川油化興業株式会社の株式

を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

 
１．株式取得（子会社化）の理由 

谷川油化興業株式会社の主力商品であるブレーキフルード、不凍液等のオートケミカル用品は、

当社グループにおいては、従来から販売しておりましたが、今回の株式取得（子会社化）によっ

て製造・販売の連携が一層強化され、当社グループの販売ルートを通じて当該主力商品の販売拡

大が図れると判断したためであります。 

 

２．異動する子会社（谷川油化興業株式会社）の概要 

（1）名 称 谷川油化興業株式会社 

（2）所 在 地 神奈川県横浜市鶴見区矢向１丁目１３番１１号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 熊田 貢 

（4）事 業 内 容 ブレーキフルード、不凍液等のオートケミカル用品の製造・販売

（5）資 本 金 30,000 千円 

（6）設 立 年 月 日 昭和 34 年 4 月 3 日 

（7）大 株 主 島田清子他個人７名 

（8）上場会社と当該会社 

 と の 間 の 関 係 
資 本 関 係 

当該会社は、平成 26 年 1 月 31 日現在、当社

普通株式 50,000 株（発行済株式総数の

0.96％）を所有しております。また、当社の

関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び

関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

会 社 名 Ｓ Ｐ Ｋ 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 轟  富 和

 （コード： 7466、東証第１部）

問合せ先 専務取締役管理本部長 中田 陽市

 （TEL.06-6454-2571）
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人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的

関係はありません。また、当社の関係者及び

関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき人的関係はありません。

取 引 関 係 

当社は当該会社からオートケミカル用品を購

入しております。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間

には、特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事者へ

の 該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。また、当該会社の関係者及び関係会社

は、当社の関連当事者には該当しません。 

（9）当該会社の最近 3年間の経営成績 

決 算 期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 

売 上 高 1,248 百万円 1,227 百万円 1,344 百万円

営 業 利 益 102 百万円 86 百万円 98 百万円

 

 

3．株式取得の相手先の概要 

（1）氏 名 島田清子他個人 7名 

（2）上 場 会 社 と 

 当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半

数所有している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、

平成 26 年 1 月 31 日現在、当該個人及びその近親者、並びに近

親者が議決権の全部を所有している谷川油化興業株式会社が当

社普通株式 50,000 株（発行済株式総数の 0.96％）を所有し、

当社が谷川油化興業株式会社からオートケミカル用品を購入し

ているほか、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当

該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・

人的関係・取引関係はありません。 

 

 

4．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：－％） 

（2）取 得 株 式 数 
43,800 株 

（議決権の数：43,800 個） 

（3）取 得 価 額 

取得価額は、株式取得の相手先が個人であるため、開示してお

りませんが、DCF 法（ディスカウント・キャッシュフロー）を

基礎にして合理的に算定しております。 

（4）異動後の所有株式数 

43,800 株 

（議決権の数：43,800 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 
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5．日程 

（1）取 締 役 会 決 議 平成 26 年 2 月 10 日 

（2）契 約 締 結 日 平成 26 年 2 月 10 日 

（3）株 式 譲 渡 日 平成 26 年 2 月 10 日 

 

 

 

6．今後の見通し 

本件が当社の連結業績に与える影響については現在精査中であり、適時開示が必要になった場合

には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


